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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標の推移につきましては記載

しておりません。 

 ２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

 ３．第69期第１四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につきましては、潜

在株式が存在しないため記載しておりません。また、第69期及び第70期第１四半期連結累計（会計）期間の

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額につきましては、潜在株式は存在するものの１株当た

り四半期（当期）純損失であるため記載しておりません。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第69期

第１四半期連結 
累計(会計)期間 

第70期
第１四半期連結 
累計(会計)期間 

第69期 

会計期間 
自平成20年４月１日
至平成20年６月30日 

自平成21年４月１日
至平成21年６月30日 

自平成20年４月１日 
至平成21年３月31日 

売上高（百万円）  122,711  109,509  487,128

経常利益又は経常損失（△） 

（百万円） 
 930  △562  △876

四半期純利益又は四半期（当期）

純損失（△）（百万円） 
 37  △1,084  △6,294

純資産額（百万円）  117,504  115,894  117,436

総資産額（百万円）  242,873  217,033  209,885

１株当たり純資産額（円）  561.55  470.04  476.25

１株当たり四半期純利益金額又は

四半期（当期）純損失金額（△）

（円） 

 0.18  △4.42  △30.01

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －

自己資本比率（％）  48.17  53.13  55.66

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △1,024  4,532  △7,728

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △1,578  △1,390  △3,477

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △1,042  △800  5,615

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円） 
 28,055  28,187  25,704

従業員数（人）  5,808  5,984  5,945
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 当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

 当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

     

(1）連結会社の状況 

 （注）  従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外からの当社グループへの出

向者を含んでおります。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー等）は、当第１四半期連結会計期間の平均

人員を（ ）外数で記載しております。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含んでおります。）であ

り、臨時雇用者数（パートタイマー等）は、当第１四半期会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しておりま

す。 

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成21年６月30日現在

従業員数（人） 5,984  (7,252)

  平成21年６月30日現在

従業員数（人） 2,392  (1,351)
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(1）生産実績 

 当第１四半期連結会計期間の生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は製造原価によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当社グループは見込み生産を行っているため、該当事項はありません。 

(3）販売実績 

 当第１四半期連結会計期間の販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

事業部門 
当第１四半期連結会計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

前年同四半期比（％）

ハム・ソーセージ（百万円）  17,390  97.9

食肉（百万円）  24,303  90.7

調理加工食品ほか（百万円）  12,516  94.1

合計（百万円）  54,210  93.7

事業部門 
当第１四半期連結会計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

前年同四半期比（％）

ハム・ソーセージ（百万円）  26,953  91.9

食肉（百万円）  57,589  86.3

調理加工食品ほか（百万円）  24,965  93.8

合計（百万円）  109,509  89.2
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 当社グループの経営成績、株価及び財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクにつきましては、前連結会計年

度における有価証券報告書「第２[事業の状況]４[事業等のリスク]」に記載の事項から重要な変更はありません。  

    

 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

（１）業績等の概要 

     当第１四半期連結会計期間のわが国経済は、昨年後半から続く急激な景気後退に一部下げ止まりの兆しが見え

るものの、企業収益の落ち込みから設備投資が大幅に減少し、雇用・所得環境が厳しさを増す中で個人消費も低

迷が続くなど、依然として厳しい状況で推移いたしました。当業界におきましても、景気の先行きが不透明な中

で消費者の生活防衛意識の高まりから内食回帰や低価格品への需要シフトが顕著となっており、企業間競争はま

すます厳しい状況となっております。 

   このような経済情勢の下、当社グループにおきましては、大幅な赤字決算となった前期業績及び今後の厳しい

経営環境を見据え、この危機的な状況を乗り切り、信頼の回復と速やかな業績の立て直しを図るため、売上回復

はもとより、新たにコスト削減委員会を立ち上げ、徹底したコスト管理・コスト削減を推進し収益構造の改革に

取り組むと同時に、コンプライアンス強化の一環としてコンプライアンス委員制度を導入するなど、企業体質の

改善に全力で取り組んでおります。 

   当第１四半期連結会計期間の業績につきましては、売上高は、ハム・ソーセージが前年同期比8.1％減、食肉

が前年同期比13.7％減、調理加工食品ほかが前年同期比6.2％減と全ての部門で減少したことにより、全体とし

ては前年同期より132億２百万円減少して1,095億９百万円（前年同期比10.8％減）となりました。 

   売上総利益につきましては、売上の減少とハム・ソーセージの利益率低下により、前年同期より26億８千３百

万円減少して209億２千５百万円（前年同期比11.4％減）となりました。また営業利益は、販売費及び一般管理

費が売上の減少及び人件費その他の経費削減により11億４千１百万円減少した結果、前年同期に比べ15億４千１

百万円減少して５億４千８百万円の損失（前年同期は９億９千２百万円の利益）、経常利益は、前年同期より14

億９千２百万円減少して５億６千２百万円の損失（前年同期は９億３千万円の利益）となりました。税金等調整

前四半期純利益は、前年同期より13億４千９百万円減少して６億１千３百万円の損失（前年同期は７億３千５百

万円の利益）、四半期純利益は、前年同期より11億２千２百万円減少して10億８千４百万円の損失（前年同期は

３千７百万円の利益）となりました。 
          
（２）財政状態の分析  

   当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べて71億４千８百万円増加し、2,170億３千

３百万円となりました。これは主として、短期運用預金の増加、売上債権の増加並びにたな卸資産の増加等によ

るものであります。 

   負債は、前連結会計年度末に比べて86億９千万円増加し、1,011億３千８百万円となりました。これは主とし

て、仕入債務の増加等によるものであります。 

   純資産は、前連結会計年度末に比べて15億４千２百万円減少し、1,158億９千４百万円となりました。これは

主として、配当金の支払い及び四半期純損失の計上による利益剰余金の減少、その他有価証券評価差額金の増加

並びに為替換算調整勘定の変動等によるものであります。 

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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（３）キャッシュ・フローの状況  

   当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前連結会計年

度末に比べ24億８千３百万円増加し、281億８千７百万円となりました。 

 当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

   営業活動の結果、得られた資金は45億３千２百万円（前年同期は10億２千４百万円の支出）となりました。こ

れは主に非資金損益項目の減価償却費15億７千８百万円と仕入債務の増加51億８千３百万円による増加要因があ

った一方で、たな卸資産の増加13億７千９百万円及び売上債権の増加11億４千８百万円による減少要因があった

ことによるものであります。 

  （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

   投資活動の結果、支出した資金は13億９千万円（前年同期は15億７千８百万円の支出）となりました。これは

主に既設工場の増強等有形固定資産の取得による支出が11億５千１百万円並びに関係会社株式の取得による支出

が２億８千７百万円あったことによるものであります。 

  （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

   財務活動の結果、支出した資金は８億円（前年同期は10億４千２百万円の支出）となりました。これは主に配

当金の支払い６億６千８百万円があったことによるものであります。 
  
（４）事業上及び財務上の対処すべき課題 

   当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 
  
（５）研究開発活動  

   当第１四半期連結会計期間における当社グループ全体の研究開発活動の金額は、１億６千３百万円でありま

す。 

   なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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(1）主要な設備の状況 

 当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の新設、除却等につ

いて、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあ

りません。 

  

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

 （注）「提出日現在発行数」欄には、平成21年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により 

    発行された株式数は含まれておりません。 

  

  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  342,013,000

計  342,013,000

種類 
第１四半期会計期間末現在発行数（株）

（平成21年６月30日） 
提出日現在発行数（株）
（平成21年８月12日） 

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容

普通株式  247,482,533  247,482,533

㈱東京証券取引所 

（市場第一部） 

㈱大阪証券取引所 

（市場第一部） 

単元株式数 

1,000株 

計  247,482,533  247,482,533 － － 
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 会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

平成20年６月26日定時株主総会決議並びに平成20年７月11日取締役会決議 

 （注）１．新株予約権１個当たりの目的となる株式数は、1,000株とする。 

２．当社が当社普通株式の株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により付与株式数を調整するものとす

る。 

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率 

また、当社が合併、会社分割、株式交換又は株式移転（以下総称して「合併等」という）を行う場合、株式

の無償割当てを行う場合、その他上記の付与株式数の調整を必要とする場合には、合併等、株式の無償割当

ての条件等を勘案のうえ、合理的な範囲内で付与株式数を調整することができる。ただし、以上までの調整

により生じる１株未満の端数は切り捨てるものとする。  

３．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

①新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１ 

 項の規定に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生 

 じる場合は、これを切り上げるものとする。 

②新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額 

 より上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。  

４．新株予約権の行使の条件 

①新株予約権者は、当社の取締役及び執行役員のいずれの地位をも喪失した日の翌日以降10日間に限り、 

 新株予約権を行使することができる。 

②上記①に係らず、新株予約権者が平成49年７月31日に至るまでに権利行使開始日を迎えなかった場合 

 は、平成49年８月１日から平成50年７月31日までの期間内に限り、新株予約権を行使することができ 

 る。 

③新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使することができるものとする。かかる相続人によ 

 る新株予約権の行使の条件は、下記④の契約に定めるところによる。 

④その他の条件については、取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権 

 割当契約」に定めるところによる。  

（２）【新株予約権等の状況】

  
第１四半期会計期間末現在 
（平成21年６月30日） 

新株予約権の数（個） 86（注）１ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － 

新株予約権の目的となる株式の種類 
 普通株式 

（単元株式数1,000株） 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 86,000（注）２  

新株予約権の行使時の払込金額（円） １ 

新株予約権の行使期間 
自 平成20年８月１日 

至 平成50年７月31日  

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円） 

発行価格     566 

   資本組入額    283（注）３     

新株予約権の行使の条件                   （注）４ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
 譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会

 の承認を要するものとする。 

代用払込みに関する事項          － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項               （注）５ 
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５．組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 

当社が、合併（合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転（以上

を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点において

残存する新株予約権の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号のイから

ホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交

付することとする。この場合において、新株予約権は消滅するものとする。ただし、以下の条件に沿って再

編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株

式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るものとする。 

イ 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

  組織再編行為の効力発生の時点において残存する募集新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約 

  権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。 

ロ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

  再編対象会社の普通株式とする。 

ハ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

  組織再編行為の条件等を勘案のうえ、目的である株式数につき合理的な調整がなされた数とする。た 

  だし、調整により生じる１株未満の端数は切り捨てる。 

ニ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

  新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のうえ、調整した 

  再編後の行使価額に新株予約権の目的である株式の数を乗じて得られる金額とする。 

ホ 新株予約権を行使することができる期間 

  上記＜新株予約権の行使期間＞に定める募集新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織 

  再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記＜新株予約権の行使期間＞に定める募集新株 

  予約権を行使することができる期間の満了日までとする。 

へ 譲渡による新株予約権の取得の制限 

  譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものと 

  する。 

ト 新株予約権の行使の条件 

  上記４．に準じて決定する。 

チ 再編対象会社による新株予約権の取得事由 

  下記６．に準じて決定する。 

６. 新株予約権の取得事由及び条件 

  ①当社は、新株予約権者が上記４．の権利行使の条件に該当しなくなった等により権利を行使し得な 

   くなった場合又は権利を放棄した場合、新株予約権を無償で取得することができるものとする。 

  ②新株予約権者が新株予約権割当契約の条項に違反した場合、当社は新株予約権を無償で取得するこ 

   とができる。 
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 該当事項はありません。 

  

   

 当第１四半期会計期間において、株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ及び共同保有者である株式

会社三菱東京ＵＦＪ銀行、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社、三菱ＵＦＪ投信株式会社、エム・ユー投資顧問株式

会社より平成21年６月15日付で提出された大量保有報告書の変更報告書№２により平成21年６月８日現在でそ

れぞれ以下のとおり株券等を保有している旨の報告を受けておりますが、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、当社として当第１四半期会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができておりません。  

（３）【ライツプランの内容】

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金
増減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

 平成21年４月１日～ 

平成21年６月30日 
 －  247,482,533  －  28,427  －  30,033

（５）【大株主の状況】

    氏名又は名称  住所 
 保有株券等の数 

   （株）  

 株券等保有割合

  （％）  

 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行  東京都千代田区丸の内２丁目７－１   6,303,000    2.55 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社  東京都千代田区丸の内１丁目４－５   11,651,000    4.71 

 三菱ＵＦＪ投信株式会社  東京都千代田区丸の内１丁目４－５   1,279,000    0.52 

 エム・ユー投資顧問株式会社  東京都中央区日本橋室町３丁目２－15   1,698,000    0.69 

       計          －   20,931,000    8.46 
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   当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成21年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。 

  

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

 （注）上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株（議決権の数

１個）あります。なお、当該株式数は上記①「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式の中

に含めております。 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、㈱東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

（６）【議決権の状況】

  平成21年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
普通株式 

 2,181,000
－ － 

完全議決権株式（その他） 
普通株式 

 244,709,000
 244,709 － 

単元未満株式 
普通株式 

 592,533
－ 

１単元（1,000株） 

未満の株式 

発行済株式総数  247,482,533 － － 

総株主の議決権 －  244,709 － 

  平成21年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所
有株式数
（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

伊藤ハム株式会社  
神戸市灘区備後町３丁目

２－１ 
 2,180,000  －  2,180,000  0.88

アンズコフーズ株式会社 
東京都港区虎ノ門３丁目

17－１  
 1,000  －  1,000  0.00

計 －  2,181,000  －  2,181,000  0.88

２【株価の推移】

月別 平成21年４月 ５月 ６月

最高（円）  321  348  389

最低（円）  284  286  337

３【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸

表規則に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び当第１四半期連結

累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から

平成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21

年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 11,917 25,934

受取手形及び売掛金 46,808 45,550

有価証券 16,500 －

商品及び製品 26,608 24,289

仕掛品 519 388

原材料及び貯蔵品 17,151 18,014

その他 4,185 3,489

貸倒引当金 △209 △204

流動資産合計 123,483 117,462

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※1  20,947 ※1  21,083

機械装置及び運搬具（純額） ※1  15,691 ※1  16,196

工具、器具及び備品（純額） ※1  811 ※1  825

土地 19,182 19,178

リース資産（純額） ※1  1,000 ※1  594

建設仮勘定 97 129

その他（純額） ※1  127 ※1  114

有形固定資産合計 57,858 58,122

無形固定資産   

その他 1,144 1,163

無形固定資産合計 1,144 1,163

投資その他の資産   

投資有価証券 20,880 20,542

その他 15,623 14,567

貸倒引当金 △1,956 △1,973

投資その他の資産合計 34,547 33,137

固定資産合計 93,550 92,422

資産合計 217,033 209,885
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 40,398 35,167

短期借入金 6,828 6,277

未払法人税等 450 1,037

賞与引当金 943 2,360

その他 18,837 15,661

流動負債合計 67,457 60,505

固定負債   

社債 10,000 10,010

長期借入金 15,850 15,890

退職給付引当金 347 364

役員退職慰労引当金 － 489

債務保証損失引当金 473 473

負ののれん 26 5

その他 6,984 4,710

固定負債合計 33,681 31,942

負債合計 101,138 92,448

純資産の部   

株主資本   

資本金 28,427 28,427

資本剰余金 30,038 30,033

利益剰余金 57,658 59,479

自己株式 △804 △813

株主資本合計 115,320 117,126

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 2,553 1,516

繰延ヘッジ損益 △172 △500

為替換算調整勘定 △2,389 △1,316

評価・換算差額等合計 △8 △301

新株予約権 48 64

少数株主持分 534 547

純資産合計 115,894 117,436

負債純資産合計 217,033 209,885
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年６月30日) 

売上高 122,711 109,509

売上原価 99,102 88,583

売上総利益 23,608 20,925

販売費及び一般管理費 ※  22,615 ※  21,473

営業利益又は営業損失（△） 992 △548

営業外収益   

受取利息 66 34

受取配当金 159 138

負ののれん償却額 － 10

受取賃貸料 172 132

その他 205 189

営業外収益合計 603 506

営業外費用   

支払利息 230 152

持分法による投資損失 298 196

その他 136 171

営業外費用合計 665 520

経常利益又は経常損失（△） 930 △562

特別利益   

固定資産売却益 26 45

貸倒引当金戻入額 23 18

その他 － 7

特別利益合計 49 71

特別損失   

固定資産売却損 0 38

固定資産除却損 68 53

投資有価証券評価損 － 26

たな卸資産評価損 165 －

その他 10 3

特別損失合計 244 122

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

735 △613

法人税等 686 448

少数株主利益 11 22

四半期純利益又は四半期純損失（△） 37 △1,084
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

735 △613

減価償却費 1,519 1,578

長期前払費用償却額 19 19

退職給付引当金の増減額（△は減少） △77 △17

貸倒引当金の増減額（△は減少） 21 △13

受取利息及び受取配当金 △225 △173

支払利息 230 152

持分法による投資損益（△は益） 298 196

投資有価証券評価損益（△は益） 9 26

固定資産売却損益（△は益） △26 △6

固定資産除却損 37 48

売上債権の増減額（△は増加） △1,415 △1,148

たな卸資産の増減額（△は増加） △10,455 △1,379

仕入債務の増減額（△は減少） 10,166 5,183

未払消費税等の増減額（△は減少） 96 386

その他 △132 1,348

小計 803 5,586

利息及び配当金の受取額 393 211

利息の支払額 △331 △225

法人税等の支払額 △1,889 △1,039

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,024 4,532

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △20 △20

定期預金の払戻による収入 20 20

有形固定資産の取得による支出 △1,562 △1,151

有形固定資産の売却による収入 39 67

無形固定資産の取得による支出 △5 △36

投資有価証券の取得による支出 △17 △20

投資有価証券の売却及び償還による収入 5 5

関係会社株式の取得による支出 － △287

貸付けによる支出 △466 △239

貸付金の回収による収入 449 317

その他 △22 △45

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,578 △1,390
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（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年６月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 197 201

長期借入れによる収入 100 80

長期借入金の返済による支出 △372 △356

社債の償還による支出 △10 △10

自己株式の取得による支出 △1 △1

配当金の支払額 △948 △668

リース債務の返済による支出 － △34

少数株主への配当金の支払額 △7 △9

その他 － 0

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,042 △800

現金及び現金同等物に係る換算差額 △261 141

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,906 2,483

現金及び現金同等物の期首残高 31,961 25,704

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  28,055 ※  28,187
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【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

 （四半期連結損益計算書関係） 

  前第１四半期連結累計期間において、特別損失の「その他」に含めて表示しておりました「投資有価証券評価損」

は、特別損失総額の100分の20を超えたため、当第１四半期連結累計期間より区分掲記することとしました。 

  なお、前第１四半期連結累計期間の特別損失の「その他」に含まれる「投資有価証券評価損」は９百万円でありま

す。  
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【簡便な会計処理】

  
当第１四半期連結会計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法  当第１四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が、前連結会計年度末に算定

したものと著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実

績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。 

２．固定資産の減価償却費の算定方法   定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の

額を期間按分して算定する方法によっております。 

３．繰延税金資産の回収可能性の判断   繰延税金資産の回収可能性の判断に関して、前連結会計年度末以降に経営

環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるた

め、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニ

ングを利用する方法によっております。 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

  
当第１四半期連結会計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

税金費用の計算  税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税

引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税

引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

 なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 

【追加情報】

当第１四半期連結会計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

 （退職給付引当金の数理計算上の差異及び過去勤務債務の処理年数の変更） 

  数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法

により、発生の翌連結会計年度から費用処理することとしておりますが、従業員の平均残存勤務期間を見直した結

果、当第１四半期連結会計期間より数理計算上の差異の処理年数を「12年～15年」から「12年～14年」に変更してお

ります。 

  また、過去勤務債務は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額

法により、発生した連結会計年度より費用処理することとしておりますが、従業員の平均残存勤務期間を見直した結

果、当第１四半期連結会計期間より過去勤務債務の処理年数を「12年～15年」から「12年～14年」に変更しておりま

す。 

  この結果、従来の処理年数によった場合に比べ、当第１四半期連結累計期間の営業損失、経常損失及び税金等調整

前四半期純損失は、それぞれ32百万円増加しております。  
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末 
（平成21年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、 百万円

であります。 

116,376 ※１  有形固定資産の減価償却累計額は、 百万円

であります。 

115,104

 ２ 偶発債務 

    連結子会社以外の会社の金融機関等からの借入に対

し、債務保証を行っております。 

 ２ 偶発債務 

    連結子会社以外の会社の金融機関等からの借入に対

し、債務保証を行っております。 

  ㈲環境ファーム 1,491百万円

  ㈱鹿児島農場 1,195  

  INDIANA PACKERS CORP. 750  

  FIVE STAR BEEF LTD. 473  

    その他３件 312  

   計 4,223  

  ㈲環境ファーム 1,550百万円

  鹿児島ファーム㈱ 1,220  

  INDIANA PACKERS CORP. 768  

  FIVE STAR BEEF LTD. 167  

    その他３件 217  

   計 3,922  

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

※   販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

※   販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

  給料及び手当 5,547百万円

  賞与引当金繰入額 809  

  役員退職慰労引当金繰入額 13  

  発送配達費 4,428  

  給料及び手当 5,507百万円

  賞与引当金繰入額 582  

  役員退職慰労引当金繰入額 15  

  発送配達費 4,521  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成20年６月30日現在） （平成21年６月30日現在）

  

  現金及び預金勘定 百万円 14,711

    有価証券勘定  13,500

  預入期間が３か月を超える定期預金  △156

  現金及び現金同等物  28,055

  現金及び預金勘定 百万円 11,917

    有価証券勘定  16,500

  預入期間が３か月を超える定期預金  △230

  現金及び現金同等物  28,187
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当第１四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至

平成21年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

 普通株式           千株 

  

２．自己株式の種類及び株式数 

 普通株式           千株 

  

３．新株予約権等に関する事項 

 ストック・オプションとしての新株予約権 

  新株予約権の四半期連結会計期間末残高  親会社  百万円 

  

４．配当に関する事項 

 配当金支払額 

  

 前第１四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日） 

  全セグメントの売上高の合計及び営業利益の合計額に占める食品事業の割合がいずれも90％を超えているた

め、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

 当第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

  全セグメントの売上高の合計及び営業利益の合計額に占める食品事業の割合がいずれも90％を超えているた

め、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

 前第１四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日） 

  全セグメントの売上高の合計に占める本邦の売上高の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情

報の記載を省略しております。 

  

 当第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

  全セグメントの売上高の合計に占める本邦の売上高の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情

報の記載を省略しております。 

  

 前第１四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日） 

  海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

 当第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

  海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

 当第１四半期連結会計期間末（平成21年６月30日） 

   該当事項はありません。 

  

（株主資本等関係）

247,482

2,157

48

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年６月25日 

定時株主総会 
普通株式  735  3 平成21年３月31日 平成21年６月26日  利益剰余金 

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】

（有価証券関係）
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    当第１四半期連結会計期間末（平成21年６月30日） 

   該当事項はありません。 

  

当第１四半期連結会計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

 当第１四半期連結会計期間に付与したストック・オプションはありません。なお、平成21年８月３日付で、以

下のストック・オプションを付与いたしました。 

 （注）ストック・オプションの数を株式数に換算して記載しております。 

  

  

（デリバティブ取引関係）

（ストック・オプション等関係）

  平成21年ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数  当社取締役 ９名、当社執行役員 11名 

株式の種類別のストック・オプションの付与数（注）  普通株式 110,000株 

付与日  平成21年８月３日 

権利確定条件  権利確定条件は付されていません。 

対象勤務期間  対象勤務期間の定めはありません。 

権利行使期間  自 平成21年８月４日 至 平成51年８月３日 

権利行使価格（円）  1

付与日における公正な評価単価（円）  298
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１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額等 

  

 （注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 （注）２．１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

    該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

  

  

  

（１株当たり情報）

当第１四半期連結会計期間末 
（平成21年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

１株当たり純資産額 470.04円 １株当たり純資産額 476.25円

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

  なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に 

つきましては、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

１株当たり四半期純利益金額 0.18円

  なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に 

つきましては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半

期純損失であるため記載しておりません。 

１株当たり四半期純損失金額 4.42円

  
当第１四半期連結会計期間末

（平成21年６月30日） 
前連結会計年度末

（平成21年３月31日） 

純資産の部の合計額（百万円）  115,894  117,436

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円）  582  611

（うち新株予約権）   (48)  (64)

（うち少数株主持分）  (534)  (547)

普通株式に係る四半期末（期末）の純資産額 

（百万円） 
 115,311  116,825

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期末

（期末）の普通株式の数（千株） 
 245,325  245,301

  
前第１四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

四半期純利益又は四半期純損失（△）（百万円）  37  △1,084

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（百万円） 
 37  △1,084

期中平均株式数（千株）  208,319  245,310

（重要な後発事象）

（リース取引関係）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成20年８月12日

伊藤ハム株式会社 

取締役会 御中 

あずさ監査法人 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 渡沼 照夫  印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 牧 美喜男  印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 山口 義敬  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている伊藤ハム株式会

社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成

20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連

結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、伊藤ハム株式会社及び連結子会社の平成20年６月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

    ２ 四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年８月11日

伊藤ハム株式会社 

取締役会 御中 

あずさ監査法人 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 渡沼 照夫  印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 牧 美喜男  印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 近藤 康仁  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている伊藤ハム株式会
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諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、伊藤ハム株式会社及び連結子会社の平成21年６月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

    ２ 四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 
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